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これについては、担当職員の努力の成果と評価できるところであり、今後も更

なる寄附額の増収に努められたい。

現在、奈良市新たな行財政改革計画に基づき、行財政改革を推進されていると

ころであり、今ある歳入を確実に収入するため現年徴収に努められるとともに新

たな歳入の確保を図り、今後においてはＡＩも活用した業務効率化による歳出の

削減を図られたい。また、適宜計画と実績の事後検証を行うなど、計画の進捗管

理を実施することにより、健全な財政運営の確保に向けより一層取り組まれるよ

う要望する。

奈 監 第 号

令 和 年 月 日

奈良市長 仲 川 元 庸 様

奈良市監査委員 東 口 喜代一

同 寺 川 拓

同 道 端 孝 治

同 中 西 𠮷𠮷日出

令和 年度奈良市公営企業会計決算審査意見書の提出について

地方公営企業法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により審査に付された、

令和 年度奈良市水道事業会計、奈良市下水道事業会計及び奈良市病院事業会計の決

算について審査した結果、次のとおりその意見書を提出します。
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令和６年度奈良市公営企業会計決算審査意見書

目 次

第１ 審 査 対 象

第２ 審 査 期 間

第３ 審 査 方 法

第４ 審 査 結 果

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

注 １ 本書に用いる千円単位の数値は単位未満を切捨て、また、比率は小数点以下第 位を

四捨五入している。したがって、合計と内訳の計、差引きなどが一致しない場合がある。

注 ２ 文中に用いるポイントとは、パーセンテージ間又は指数間の単純差引数値である。

注 ３ 該当数値はあるが単位未満のものは、正負にかかわらず「 」又は「 」で表示して

いる。

注 ４ 皆無又は該当数値なしの場合は「－」で表示している。

注 ５ 各会計における資本的収支については、消費税及び地方消費税を含んだ数値で記載し

ている。

注 ６ 水道事業会計に用いる類似都市とは、水道事業においては給水人口 万人以上（東京

都及び政令指定都市を除く。）の水道事業、都祁水道事業においては給水人口 千人以上

万人未満の水道事業、月ヶ瀬簡易水道事業においては地方公営企業法適用の簡易水道事

業とする。なお、類似都市平均は総務省作成の地方公営企業決算資料による数値である。

注 ７ 水道事業会計及び下水道事業会計の各表において、「水道」は平成 年 月 日合併以前の

旧奈良市区域における水道事業、「都 」は都 水道事業、「月ヶ瀬」は月ヶ瀬簡易水道

事業、「公共」は公共下水道事業、「農集」は農業集落排水事業の略称である。

注 ８ 各表中に用いる年度の元号については、表示を省略している。
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第第１１ 審審 査査 対対 象象

令和 年度奈良市水道事業会計決算

同 奈良市下水道事業会計決算

同 奈良市病院事業会計決算

第第２２ 審審 査査 期期 間間

令和 年 月 日から同年 月 日まで

第第３３ 審審 査査 方方 法法

各会計の決算報告書、財務諸表及び決算附属書類について、地方公営企業法施行

令（昭和 年政令第 号）第 条に規定する会計の原則に準拠して作成され、事業

の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうか、また、当事業が経済性を

発揮し、その本来の目的である公共の福祉を増進するように運営されたかどうかを

検証するため、関係帳票との照合等を行うとともに、関係者から説明を求め、併せ

て定期監査及び例月現金出納検査の結果を参考として審査を実施した。

第第４４ 審審 査査 結結 果果

審査に付された各会計の決算報告書、財務諸表及び決算附属書類は、後述する水

道事業会計及び下水道事業会計に係る共通経費の取扱いなどを除き、地方公営企

業法等関係法令に準拠して作成されており、当事業の経営成績及び財政状態につい

ても、上述の取扱いを除き、適正に表示されているものと認めた。また、事業の管

理運営については、地方公営企業の経営の基本原則に従い、おおむね適正に執行さ

れているものと認めた。

各会計の審査結果に付して記述すべき意見は、次のとおりである。
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水 道 事 業 会 計

１１ 本年度の業務実績は、次表のとおりである。

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

水

道

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％）

給 水 戸 数（戸）

給 水 量（㎥） △

緑 ヶ 丘 浄 水 場 △

木 津 浄 水 場 △

県 営 水 道

有 収 水 量（㎥）

有 収 率（％）

有収水量 給水人口（㎥ 人）

都

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％） △

給 水 戸 数（戸） △

給 水 量（㎥） △

有 収 水 量（㎥） △

有 収 率（％） △

有収水量 給水人口（㎥ 人）

月
ヶ
瀬

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％） △

給 水 戸 数（戸）

給 水 量（㎥）

有 収 水 量（㎥）

有 収 率（％） △

有収水量 給水人口（㎥ 人）
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水 道 事 業 会 計

１１ 本年度の業務実績は、次表のとおりである。

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

水

道

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％）

給 水 戸 数（戸）

給 水 量（㎥） △

緑 ヶ 丘 浄 水 場 △

木 津 浄 水 場 △

県 営 水 道

有 収 水 量（㎥）

有 収 率（％）

有収水量 給水人口（㎥ 人）

都

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％） △

給 水 戸 数（戸） △

給 水 量（㎥） △

有 収 水 量（㎥） △

有 収 率（％） △

有収水量 給水人口（㎥ 人）

月
ヶ
瀬

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％） △

給 水 戸 数（戸）

給 水 量（㎥）

有 収 水 量（㎥）

有 収 率（％） △

有収水量 給水人口（㎥ 人）

公営

全

体

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％）

給 水 戸 数（戸）

給 水 量（㎥） △

有 収 水 量（㎥）

有 収 率（％）

有収水量 給水人口（㎥ 人）

注

給水人口 人 有収水量 ㎥

給水普及率 ＝ ―――――――――― × 有収率 ＝ ―――――――――×

給水区域内人口 人 給水量 ㎥

有収水量とは、料金徴収の対象となった水量をいう。

２２ 本年度の主な投資的事業は、次のとおりである。

基幹管路の更新と耐震化事業については、耐震性に優れた配水支管布設工事が

実施された。

基幹施設の更新と耐震化事業については、（仮称）飛鳥ポンプ所築造工事、緑

ヶ丘浄水場等の更新工事等が実施された。

配水管の更新と耐震化事業については、経年管のうち漏水発生が懸念される管

路を更新し、本年度は ｍが実施された。また、濁水発生や漏水多発管等の

緊急を要する管路の更新、公共下水道築造等に伴う配水支管移設工事等が実施

された。

東部再整備事業については、都 水道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業における中

央監視制御システム更新工事、「東部地域水道施設再整備計画（令和 年 月改

訂）」に基づく配水管布設工事が実施された。

鉛給水管布設替事業については、鉛管の解消対策として、「鉛給水管布設替実

施計画（平成 年 月策定）」に基づき、残存割合の高い地区を対象に、鉛給水

管布設替工事が か所において実施された。また、早期の鉛管解消を図るため、

給水装置所有者が行った鉛給水管布設替工事に対する補助金が 件交付された。
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３３ 本年度の損益計算書は、次表のとおりである。
（単位：円・％）

科 目 年 度 年 度 比 較 増 減 増減比率

総 収 益 △ △

営業収益

給 水 収 益

受託工事収益 △ △

工 事 負 担 金 △ △

手 数 料 △ △

営業外収益 △ △

受 取 利 息

他会計負担金 △ △

他会計補助金

長期前受金戻入 △ △

雑 収 益 △ △

特別利益 △ △

固定資産売却益 △ △

過年度損益修正益 △ △

その他特別利益

総 費 用 △ △

営業費用 △ △

原水及び浄水費

配 水 費

給 水 費 △ △

施 設 管 理 費 △ △

受 託 工 事 費 △ △

業 務 費

総 係 費

東 部 管 理 費 △ △

都 管 理 費 △ △

月ヶ瀬管理費 △ △

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ △
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３３ 本年度の損益計算書は、次表のとおりである。
（単位：円・％）

科 目 年 度 年 度 比 較 増 減 増減比率

総 収 益 △ △

営業収益

給 水 収 益

受託工事収益 △ △

工 事 負 担 金 △ △

手 数 料 △ △

営業外収益 △ △

受 取 利 息

他会計負担金 △ △

他会計補助金

長期前受金戻入 △ △

雑 収 益 △ △

特別利益 △ △

固定資産売却益 △ △

過年度損益修正益 △ △

その他特別利益

総 費 用 △ △

営業費用 △ △

原水及び浄水費

配 水 費

給 水 費 △ △

施 設 管 理 費 △ △

受 託 工 事 費 △ △

業 務 費

総 係 費

東 部 管 理 費 △ △

都 管 理 費 △ △

月ヶ瀬管理費 △ △

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ △

公営

営業外費用 △ △

支 払 利 息 △ △

雑 支 出 △ △

特別損失 △ △

固定資産売却損 ― △ 皆減

過年度損益修正損 △ △

当年度純利益 △ △

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万 千円で、当年度純利益は 億

万 千円となり、前年度に比べ 万 千円の減少となった。

なお、前年度繰越利益剰余金 万 千円及びその他未処分利益剰余金変動額

億円に当年度純利益を加えた当年度未処分利益剰余金は、 億 万円となっ

た。

総収益の内訳は、営業収益 億 万 千円、営業外収益 億 万 千円及

び特別利益 万 千円となっている。

営業収益は、前年度に比べ 万円の増加となった。これは主に、うるう年の

影響等による有収水量の増加により、給水収益が増加したことによるものである。

営業外収益は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、長期

前受金戻入が減少したことによるものである。

特別利益は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、令和 年

能登半島地震に係る災害救助費の求償としてその他特別利益が増加したものの、

前年度において、平成 年度に発生した法蓮佐保山一丁目の斜面崩落事故に係る

解決金等に対する水道賠償責任保険が過年度損益修正益に計上されていたことに

よるものである。

なお、過年度損益修正益に令和 年度貸倒引当金の修正に係る 万 千円が計

上されている。これは、それまで時効成立の翌年度に行っていた水道料金の不納

欠損処分を、本年度から時効成立年度に行うよう改めた際、算出方法を誤ったこ

とにより過大に計上していた貸倒引当金を修正したことによるものである。
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また、前述した能登半島地震に係る災害救助費の求償として 万 千円が令

和 年度のその他特別利益に計上されている一方で、対応する災害救助費はほとん

どが令和 年度の営業費用に計上され、残りが令和 年度の営業費用に計上されて

いる。企業会計原則の第二損益計算書原則（損益計算書の本質）一、 において、

「費用及び収益は、その発生源泉に従って明瞭に分類し、各収益項目とそれに関

連する費用項目とを損益計算書に対応表示しなければならない。」と規定されてい

ることから、令和 年度に計上した災害救助費は過年度損益修正として、本年度の

費用として計上するとともに、令和 年度の災害救助費については本年度の特別損

失に計上することが、費用収益対応の原則に合致した会計処理であると考える。

なお、人件費の流用について予算上の制約等により上記処理をしないのであれ

ば、営業費用に、営業収益に対応しない災害救助費が含まれていることを注記す

る必要があると考える。

次に、総費用の内訳は、営業費用 億 万 千円、営業外費用 億 万 千

円及び特別損失 万 千円となっている。

営業費用は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、前年度に

おいて、緑ヶ丘浄水場中央監視制御システム更新工事に伴う集中監視設備等の除

却による資産減耗費が計上されていたことによるものである。

営業外費用は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、企業

債が元利均等償還方式であることから、元金償還が進むことに伴い支払利息が逓

減していくことなどにより、支払利息が減少したことによるものである。

特別損失は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、前年度

に下水道事業会計との間における人件費に係る共通経費の算出方法を誤ったこと

により他会計負担金が過大に収入されていたため、本年度において、その精算分

を計上したものの、前年度において、前述の斜面崩落事故に係る解決金が過年度

損益修正損に計上されていたことの影響によるものである。

なお、下水道事業会計との間で発生する共通経費に係る下水道事業会計からの

他会計負担金 億 万円が営業外収益で計上され、また、営業費用には下水道

事業会計が負担した費用相当額 億 万円が計上されたままになっている。こ

れにより、収益に対応していない、按分した共通経費 億 万円が営業費用に

過大に表示されており、当該費用は水道・下水道の両事業会計に重複して計上さ

れていることになる。費用収益対応の原則に基づき、水道事業に要した営業費用
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また、前述した能登半島地震に係る災害救助費の求償として 万 千円が令

和 年度のその他特別利益に計上されている一方で、対応する災害救助費はほとん

どが令和 年度の営業費用に計上され、残りが令和 年度の営業費用に計上されて

いる。企業会計原則の第二損益計算書原則（損益計算書の本質）一、 において、

「費用及び収益は、その発生源泉に従って明瞭に分類し、各収益項目とそれに関

連する費用項目とを損益計算書に対応表示しなければならない。」と規定されてい

ることから、令和 年度に計上した災害救助費は過年度損益修正として、本年度の

費用として計上するとともに、令和 年度の災害救助費については本年度の特別損

失に計上することが、費用収益対応の原則に合致した会計処理であると考える。

なお、人件費の流用について予算上の制約等により上記処理をしないのであれ

ば、営業費用に、営業収益に対応しない災害救助費が含まれていることを注記す

る必要があると考える。

次に、総費用の内訳は、営業費用 億 万 千円、営業外費用 億 万 千

円及び特別損失 万 千円となっている。

営業費用は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、前年度に

おいて、緑ヶ丘浄水場中央監視制御システム更新工事に伴う集中監視設備等の除

却による資産減耗費が計上されていたことによるものである。

営業外費用は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、企業

債が元利均等償還方式であることから、元金償還が進むことに伴い支払利息が逓

減していくことなどにより、支払利息が減少したことによるものである。

特別損失は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、前年度

に下水道事業会計との間における人件費に係る共通経費の算出方法を誤ったこと

により他会計負担金が過大に収入されていたため、本年度において、その精算分

を計上したものの、前年度において、前述の斜面崩落事故に係る解決金が過年度

損益修正損に計上されていたことの影響によるものである。

なお、下水道事業会計との間で発生する共通経費に係る下水道事業会計からの

他会計負担金 億 万円が営業外収益で計上され、また、営業費用には下水道

事業会計が負担した費用相当額 億 万円が計上されたままになっている。こ

れにより、収益に対応していない、按分した共通経費 億 万円が営業費用に

過大に表示されており、当該費用は水道・下水道の両事業会計に重複して計上さ

れていることになる。費用収益対応の原則に基づき、水道事業に要した営業費用

公営

は営業収益に対応するもののみを計上すべきであることから、按分した共通経費

は営業外収益で計上することなく、営業費用から控除して適正に表示されたい。

なお、予算上の制約等により上記処理をしないのであれば、営業収益に対応し

ない、按分した共通経費 億 万円が営業費用に含まれていることを注記する

必要があると考える。
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４４ 本年度の有収水量 ㎥当たりの供給単価及び給水原価は、次表のとおりである。

（単位：円 ㎥）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減
年 度

類似都市平均

水

道

供 給 単 価

販 売 価 格 ）

給 水 原 価

販 売 原 価 ）

販 売 利 益

都

供 給 単 価

販 売 価 格 ）
△

給 水 原 価

販 売 原 価 ）

販 売 利 益 △ △ △ △

月
ヶ
瀬

供 給 単 価

販 売 価 格 ）

給 水 原 価

販 売 原 価 ）

販 売 利 益 △ △ △ △

全

体

供 給 単 価

販 売 価 格 ）
―

給 水 原 価

販 売 原 価 ）
―

販 売 利 益 ―

（注）全体分の計算式

給水収益 円

供給単価 円／㎥ ＝ ──────────────

有収水量 ㎥

総費用 円 －特別損失 円

－ 受託工事費 円 －長期前受金戻入 円

給水原価 円／㎥ ＝ ────────────────────────────────

有収水量 ㎥

供給単価は、全体分で 円 銭となり、前年度に比べ 銭増加した。これは、

主に給水収益が増加したことによるものである。

一方、給水原価は、全体分で 円 銭となり、前年度に比べ 銭増加した。こ

れは主に、特別損失が減少したことによるものである。

その結果、販売利益は全体分で 円 銭となり、前年度に比べ 銭増加した。

なお、営業費用から下水道事業会計との間で按分した共通経費を控除し、算出

した給水原価は 円 銭となる。
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４４ 本年度の有収水量 ㎥当たりの供給単価及び給水原価は、次表のとおりである。

（単位：円 ㎥）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減
年 度

類似都市平均

水

道

供 給 単 価

販 売 価 格 ）

給 水 原 価

販 売 原 価 ）

販 売 利 益

都

供 給 単 価

販 売 価 格 ）
△

給 水 原 価

販 売 原 価 ）

販 売 利 益 △ △ △ △

月
ヶ
瀬

供 給 単 価

販 売 価 格 ）

給 水 原 価

販 売 原 価 ）

販 売 利 益 △ △ △ △

全

体

供 給 単 価

販 売 価 格 ）
―

給 水 原 価

販 売 原 価 ）
―

販 売 利 益 ―

（注）全体分の計算式

給水収益 円

供給単価 円／㎥ ＝ ──────────────

有収水量 ㎥

総費用 円 －特別損失 円

－ 受託工事費 円 －長期前受金戻入 円

給水原価 円／㎥ ＝ ────────────────────────────────

有収水量 ㎥

供給単価は、全体分で 円 銭となり、前年度に比べ 銭増加した。これは、

主に給水収益が増加したことによるものである。

一方、給水原価は、全体分で 円 銭となり、前年度に比べ 銭増加した。こ

れは主に、特別損失が減少したことによるものである。

その結果、販売利益は全体分で 円 銭となり、前年度に比べ 銭増加した。

なお、営業費用から下水道事業会計との間で按分した共通経費を控除し、算出

した給水原価は 円 銭となる。
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５５ 本年度の貸借対照表は、次表のとおりである。

（単位：円・％）

科 目 年 度 年 度 比 較 増 減 増減比率

資 産

固定資産 △ △

有形固定資産

土 地 △

建 物

減価償却累計額 △ △ △ △

構 築 物

減価償却累計額 △ △ △ △

機械及び装置

減価償却累計額 △ △ △ △

車 両 運 搬 具

減価償却累計額 △ △ △ △

器 具 備 品

減価償却累計額 △ △ △ △

建 設 仮 勘 定 △ △

無形固定資産 △ △

ダ ム 使 用 権 △ △

ダム地域整備負担金 ― 皆増

ソフトウェア

その他無形固定資産 △ △

投 資 ― ―

流動資産

現 金 預 金

未 収 金 △ △

貸 倒 引 当 金 △ △

貯 蔵 品

前 払 金 △ △

その他流動資産 △ △
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負 債 △ △

固定負債 △ △

企 業 債 △ △

退職給付引当金 △ △

流動負債

企 業 債 △ △

未 払 金

前 受 金 △ △

賞 与 引 当 金 △ △

預 り 金 △ △

繰延収益 △ △

長 期 前 受 金

収益化累計額 △ △ △ △

資 本

資本金

剰余金

資 本 剰 余 金 ― ―

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 △ △

水道老朽施設更新積立金

当年度未処分利益剰余金

資産総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の増加となった。

これは主に、ダム使用権の減少等により固定資産が減少したものの、未払金の増

加等により現金預金が増加したことなどにより流動資産が増加したことによるも

のである。

なお、無形固定資産においてダム地域整備負担金が皆増となっている理由は、

前年度までその他無形固定資産に計上されていたものが、新設の個別科目に計上

されたことによるものである。

負債総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少とな

った。これは主に、企業債について、償還が借入れを上回り、未償還残高が減少

したことによるものである。
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負 債 △ △

固定負債 △ △

企 業 債 △ △

退職給付引当金 △ △

流動負債

企 業 債 △ △

未 払 金

前 受 金 △ △

賞 与 引 当 金 △ △

預 り 金 △ △

繰延収益 △ △

長 期 前 受 金

収益化累計額 △ △ △ △

資 本

資本金

剰余金

資 本 剰 余 金 ― ―

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 △ △

水道老朽施設更新積立金

当年度未処分利益剰余金

資産総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の増加となった。

これは主に、ダム使用権の減少等により固定資産が減少したものの、未払金の増

加等により現金預金が増加したことなどにより流動資産が増加したことによるも

のである。

なお、無形固定資産においてダム地域整備負担金が皆増となっている理由は、

前年度までその他無形固定資産に計上されていたものが、新設の個別科目に計上

されたことによるものである。

負債総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少とな

った。これは主に、企業債について、償還が借入れを上回り、未償還残高が減少

したことによるものである。

公営

資本総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の増加とな

った。これは主に、当年度純利益を計上したことによるものである。

６６ 本年度の資本的収支は、次表のとおりである。

   
単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌年度繰越額 不 用 額

資本的収入

企 業 債

固定資産売却代金 ―

補 助 金

負 担 金

分 担 金

資本的支出

建 設 改 良 費

固定資産取得費 ―

企業債償還金 ―

補助金返還金 ―

予 備 費 ― ―

差 引 金 額 △

△

※翌年度繰越額に

係る財源充当額

円を除く。

資本的収入の決算額は、 億 万 千円で、主なものは次のとおりである。

施設更新事業等の企業債 億 万円、他会計補助金等の負担金 億 万

千円、施設分担金等の分担金 億 万 千円である。なお、企業債について、

予算額と約 億円もの差が生じた理由は、対象工事の減により、借入金額を見直し

たことなどによるものである。

資本的支出の決算額は、 億 万 千円で、主なものは次のとおりである。

（仮称）飛鳥ポンプ所築造工事等の建設改良費 億 万 千円、企業債償還金

億 万 千円である。なお、建設改良費において、登美ヶ丘一丁目～鶴舞西

町地内口径 粍配水本管移設工事（推進工事）等 億 万 千円が、関係機関
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及び地元調整に不測の日数を要したことなどにより翌年度へ繰り越されている。

また、資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額 万

千円を除く。）が資本的支出額に不足する額 億 万 千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額 億 万 千円、繰越工事資金 万 千円、

減債積立金 億円及び過年度分損益勘定留保資金 億 万 千円で補塡されて

いる。

７７ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

前年度末残高 △

本年度借入額 △

本年度償還額 △

本年度末残高 △

本年度の借入額は 億 万円で、これは主に、施設更新事業 億 万円で

ある。

一方、元金償還額は 億 万 千円であり、その結果、本年度末残高は 億

万 千円となり、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

８８ 本年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分
金 額

年 度 年 度 年 度

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

引当金の増減額（△は減少） △

長期前受金戻入額 △ △ △

受取利息 △ △ △

支払利息

固定資産除却損

固定資産売却益 △ △ ―
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及び地元調整に不測の日数を要したことなどにより翌年度へ繰り越されている。

また、資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額 万

千円を除く。）が資本的支出額に不足する額 億 万 千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額 億 万 千円、繰越工事資金 万 千円、

減債積立金 億円及び過年度分損益勘定留保資金 億 万 千円で補塡されて

いる。

７７ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

前年度末残高 △

本年度借入額 △

本年度償還額 △

本年度末残高 △

本年度の借入額は 億 万円で、これは主に、施設更新事業 億 万円で

ある。

一方、元金償還額は 億 万 千円であり、その結果、本年度末残高は 億

万 千円となり、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

８８ 本年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分
金 額

年 度 年 度 年 度

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

引当金の増減額（△は減少） △

長期前受金戻入額 △ △ △

受取利息 △ △ △

支払利息

固定資産除却損

固定資産売却益 △ △ ―

公営

固定資産売却損 ―

未収金の増減額（△は増加）

未収消費税等の増減額（△は増加） △ ― ―

たな卸資産の増減額（△は増加） △ △

前払金の増減額（△は増加） △ △ △

未払金の増減額（△は減少） △

未払消費税等の増減額（△は減少） △ △ △

前受金の増減額（△は減少） △ △

預り金の増減額（△は減少） △ △

その他流動資産の増減額（△は増加） △

小 計

利息の受取額

利息の支払額 △ △ △

合 計

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ △ △

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出 △ △ △

補助金による収入

補助金の返還による支出 △ ― ―

負担金による収入

分担金による収入

合 計 △ △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てる

ための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てる

ための企業債の償還による支出
△ △ △

合 計 △ △ △

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

本年度の業務活動によるキャッシュ・フローでは、 億 万円の資金を生み

出したことになる。

一方、投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得による支出
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等により 億 万 千円の資金が減少し、財務活動によるキャッシュ・フローで

は、建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出等により 億

万 千円の資金が減少した。

これらの結果、全体として本年度末の資金は 億 万 千円となり、前年度に

比べ 億 万 千円増加した。

９９ 本年度の経営指標は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年度 年度 年度 年度 年度
年 度

類似都市平均

経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

有形固定資産減価償却率

管 路 経 年 化 率

管 路 更 新 率

（注）

経常収益（ 円）

経常収支比率（ ）＝ ─────────────── ×

経常費用（ 円）

  

供給単価（ 円）

料金回収率（ ）＝ ──────────── ×

給水原価（ 円）
  

有形固定資産減価償却累計額（ 円）

有形固定資産減価償却率（ ）＝ ───────────────────────────────── ×

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価（ 円）

  

法定耐用年数を経過した管路延長（ ㎞）

管路経年化率（ ）＝ ───────────────────── ×

管路延長（ ㎞）

  

当該年度に更新した管路延長（ ㎞）

管路更新率（ ）＝ ───────────────────── ×

管路延長（ ㎞）

        
類似都市平均は給水人口 万人以上（東京都及び政令指定都市を除く。）の水道事業の数値を参考に

表記している。
 

 

経常収支比率は、給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や

支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標であり、料金回収率は、給

水に係る費用がどの程度給水収益で賄えているかを表す指標である。本年度も、
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等により 億 万 千円の資金が減少し、財務活動によるキャッシュ・フローで

は、建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出等により 億

万 千円の資金が減少した。

これらの結果、全体として本年度末の資金は 億 万 千円となり、前年度に

比べ 億 万 千円増加した。

９９ 本年度の経営指標は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年度 年度 年度 年度 年度
年 度

類似都市平均

経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

有形固定資産減価償却率

管 路 経 年 化 率

管 路 更 新 率

（注）

経常収益（ 円）

経常収支比率（ ）＝ ─────────────── ×

経常費用（ 円）

  

供給単価（ 円）

料金回収率（ ）＝ ──────────── ×

給水原価（ 円）
  

有形固定資産減価償却累計額（ 円）

有形固定資産減価償却率（ ）＝ ───────────────────────────────── ×

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価（ 円）

  

法定耐用年数を経過した管路延長（ ㎞）

管路経年化率（ ）＝ ───────────────────── ×

管路延長（ ㎞）

  

当該年度に更新した管路延長（ ㎞）

管路更新率（ ）＝ ───────────────────── ×

管路延長（ ㎞）

        
類似都市平均は給水人口 万人以上（東京都及び政令指定都市を除く。）の水道事業の数値を参考に

表記している。
 

 

経常収支比率は、給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や

支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標であり、料金回収率は、給

水に係る費用がどの程度給水収益で賄えているかを表す指標である。本年度も、

公営

経常収支比率及び料金回収率がともに ％を超えており、経営は健全であると言

える。

有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がど

の程度進んでいるかを表す指標で資産の老朽化度合を示しており、管路経年化率

は、法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で管路の老朽化度合を示し

ている。本年度は有形固定資産減価償却率、管路経年化率ともに増加しており、

いずれも類似都市平均と比較して高い数値となっている。これは、管路を含む保

有資産の老朽化が進んでおり、施設更新の必要性が高まっていることを示してい

る。

管路更新率は、当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新

ペースや状況を示している。管路更新率はほぼ横ばいで、類似都市平均と比較す

ると低い水準となっており、管路経年化率を踏まえても管路の更新ペースは十分

ではないと言える。
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本年度の財務分析は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比較増減
年 度

類似都市平均

流 動 比 率 △

酸 性 試 験 比 率

（ 当 座 比 率 ）
△

現 金 比 率 △

自 己 資 本

構 成 比 率

注

流動資産 円

流動比率 ＝ ────────────── ×

流動負債 円

現金預金 円

＋｛未収金 円 －貸倒引当金 円 ｝

酸性試験比率 ＝ ──────────────────────────―― ×

（当座比率） 流動負債 円

現金預金 円）

現金比率 ＝ ────────────── ×

流動負債 円

資本金 円 ＋剰余金 円

＋ 評価差額等 円 ＋繰延収益（ 円）

自己資本構成比率 ＝ ─────────────────────────── ×

負債・資本合計 円）

類似都市平均は給水人口 万人以上（東京都及び政令指定都市を除く。）の水道事業の

数値を参考に表記している。

流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務に対する支払能力

を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下した。

酸性試験比率（当座比率）は、流動負債に対する支払手段である当座資産の保

有率を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下し

た。

現金比率は、流動負債に対する現金預金の割合を示したものであり、本年度は

％で、前年度に比べ ポイント低下した。

これらは、基本的に 年以内に現金化し、支払うことができる流動資産をどの程

度保有しているかを示す指標であり、本年度の各比率が低下した主な理由は、未

払金の増加により、流動負債が増加したことによるものである。
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本年度の財務分析は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比較増減
年 度

類似都市平均

流 動 比 率 △

酸 性 試 験 比 率

（ 当 座 比 率 ）
△

現 金 比 率 △

自 己 資 本

構 成 比 率

注

流動資産 円

流動比率 ＝ ────────────── ×

流動負債 円

現金預金 円

＋｛未収金 円 －貸倒引当金 円 ｝

酸性試験比率 ＝ ──────────────────────────―― ×

（当座比率） 流動負債 円

現金預金 円）

現金比率 ＝ ────────────── ×

流動負債 円

資本金 円 ＋剰余金 円

＋ 評価差額等 円 ＋繰延収益（ 円）

自己資本構成比率 ＝ ─────────────────────────── ×

負債・資本合計 円）

類似都市平均は給水人口 万人以上（東京都及び政令指定都市を除く。）の水道事業の

数値を参考に表記している。

流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務に対する支払能力

を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下した。

酸性試験比率（当座比率）は、流動負債に対する支払手段である当座資産の保

有率を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下し

た。

現金比率は、流動負債に対する現金預金の割合を示したものであり、本年度は

％で、前年度に比べ ポイント低下した。

これらは、基本的に 年以内に現金化し、支払うことができる流動資産をどの程

度保有しているかを示す指標であり、本年度の各比率が低下した主な理由は、未

払金の増加により、流動負債が増加したことによるものである。
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また、自己資本構成比率は、自己資本が総資本（負債・資本合計）に占める割

合を示し、企業が長期にわたって安定的に健全な経営ができるかを示す指標であ

り、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。これは主に、剰余金

が増加したことによるものである。

本年度の損益分析は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比較増減
年 度

類似都市平均

総 資 本 利 益 率

総 収 支 比 率 △

注

総資本利益率

当年度経常利益 円

＝ ────────────────────────────────── ×

｛期首負債（ 円）＋期首資本（ 円）

＋ 期末負債（ 円）＋期末資本（ 円）｝÷

総収益 円

総収支比率 ＝ ───────────── ×

総費用 円

類似都市平均は給水人口 万人以上（東京都及び政令指定都市を除く。）の水道事業の数値を

参考に表記している。

総資本利益率は、保有する資本の運用により、どれだけ効率的に利益を生み出

しているかを表したもので、企業の収益性を総合的に判断する場合に用いられ、

高いほど良いとされている。本年度は ％となり、前年度と同率となった。

また、総収支比率は、企業活動における資金調達と支払の全体的なバランスを

示し、 ％以上で、高いほど経営状態が良好であるとされている。本年度は ％

となり、前年度に比べ ポイント低下した。これは、特別利益の減少等により総

収益が減少したことによるものである。
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本年度の施設分析は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比較増減
年 度

類似都市平均

施設利用率

水 道 △

都 △

月ヶ瀬

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比較増減
年 度

類似都市平均

負荷率

水 道 △

都 △

月ヶ瀬

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比較増減
年 度

類似都市平均

最大稼働率

水 道

都

月ヶ瀬 △

注 水道分の計算式

日平均給水量 ㎥／日

施設利用率 ＝ ─────────────── ×

日給水能力※ ㎥／日

日平均給水量 ㎥／日

負荷率 ＝ ──────────────── ×

日最大給水量※ ㎥／日

日最大給水量 ㎥／日

最大稼働率 ＝ ────────────── ×

日給水能力 ㎥／日

※ 日給水能力

水 道 最大取水量 ロス率 県水受水量

㎥／日 × ＋ ㎥／日＝ ㎥／日

都 最大取水量 ロス率

㎥／日 × ＝ ㎥／日

月ヶ瀬 桃香野浄水場 ロス率 月瀬浄水場 ロス率 尾山浄水場 ロス率

㎥／日 × ）＋（ ㎥／日 × ）＋（ ㎥／日 × ）

石打牛場浄水場 ロス率

＋ ㎥／日 × ）＝ ㎥／日
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本年度の施設分析は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比較増減
年 度

類似都市平均

施設利用率

水 道 △

都 △

月ヶ瀬

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比較増減
年 度

類似都市平均

負荷率

水 道 △

都 △

月ヶ瀬

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比較増減
年 度

類似都市平均

最大稼働率

水 道

都

月ヶ瀬 △

注 水道分の計算式

日平均給水量 ㎥／日

施設利用率 ＝ ─────────────── ×

日給水能力※ ㎥／日

日平均給水量 ㎥／日

負荷率 ＝ ──────────────── ×

日最大給水量※ ㎥／日

日最大給水量 ㎥／日

最大稼働率 ＝ ────────────── ×

日給水能力 ㎥／日

※ 日給水能力

水 道 最大取水量 ロス率 県水受水量

㎥／日 × ＋ ㎥／日＝ ㎥／日

都 最大取水量 ロス率

㎥／日 × ＝ ㎥／日

月ヶ瀬 桃香野浄水場 ロス率 月瀬浄水場 ロス率 尾山浄水場 ロス率

㎥／日 × ）＋（ ㎥／日 × ）＋（ ㎥／日 × ）

石打牛場浄水場 ロス率

＋ ㎥／日 × ）＝ ㎥／日
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※ 日最大給水量

水 道 ㎥／日（令和 年 月 日）

都 ㎥／日（令和 年 月 日）

月ヶ瀬 ㎥／日（令和 年 月 日）

各指標について、水道分で見ると次のとおりである。

施設が有効に利用されていることを示す施設利用率は ％となり、前年度に

比べ ポイント低下した。

次に、 ％に近いほど水道事業の施設効率が良いとされる負荷率は ％とな

り、前年度に比べ ポイント低下した。

また、最大稼働率は ％となり、前年度に比べ ポイント上昇した。

なお、月ヶ瀬分の負荷率及び最大稼働率が大きく変動しているが、これは前年

度において、漏水により 日最大給水量が増加していたことによるものである。

本年度の有収率は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比較増減
年 度

類似都市平均

有収率

水 道

都 △

月ヶ瀬 △

全 体 ―

注 全体分の計算式

有収水量 ㎥

有収率 ＝ ────────────── ×

給水量 ㎥

有収率は、全体分で ％となり、前年度に比べ ポイント上昇した。

有収率の向上に向けては従来から努力されており、本年度も漏水調査が延長

及び調査に伴う修繕等の漏水防止対策が実施されている。より一層、有収率

の向上に努められたい。
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本年度の水道料金の過年度分収入状況は、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額

増 減 額 △

収 入 額

不 納 欠 損 額 △

本 年 度 末 過 年 度 未 収 額 △

（注 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

増減額とは、漏水減免等の理由により前年度以前分の請求額を増減した金額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額は、 万 千円であり、前年度に比べ 万 千円減少し

た。

財源の確保、負担の公平性の観点から、未収債権について、引き続き徴収の努

力を要望する。
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本年度の水道料金の過年度分収入状況は、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額

増 減 額 △

収 入 額

不 納 欠 損 額 △

本 年 度 末 過 年 度 未 収 額 △

（注 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

増減額とは、漏水減免等の理由により前年度以前分の請求額を増減した金額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額は、 万 千円であり、前年度に比べ 万 千円減少し

た。

財源の確保、負担の公平性の観点から、未収債権について、引き続き徴収の努

力を要望する。
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むむすすびび

本年度の経営成績を見ると、総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万

千円で、差引き 億 万 千円の当年度純利益が計上された。

本年度の総収益は、有収水量の増加により給水収益が増加したものの、前年度

において、平成 年度に発生した斜面崩落事故に係る解決金等に対する保険金の

支払を受け、過年度損益修正益が増加していたことの影響等により、前年度に比

べ 万 千円の減少となった。一方、総費用は、前年度において、緑ヶ丘浄水

場中央監視制御システム更新工事に伴い固定資産を除却したことによる資産減耗

費が計上されていたことの影響等により、前年度に比べ 万 千円の減少とな

り、その結果、当年度純利益は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。

本年度の給水収益の増加要因は、主にうるう年の影響による一過性のものであ

り、今後においては、給水人口の減少、節水意識の向上等により有収水量の減少

が想定されることから、中長期的に給水収益の増加は見込めない状況に変わりは

ないと考える。

また、資本的収支においては、（仮称）飛鳥ポンプ所築造工事等が実施され、建

設改良費の決算額が 億 万 千円となった。

現在、利益剰余金が計上されているが、給水収益の減少並びに施設更新及び耐

震化事業の実施は、今後も財政を圧迫すると考える。とりわけ、老朽化した水道

管における漏水事故等が全国的な問題となっており、適切な管路更新が重要とな

っていることから、本年度に策定された奈良市水道事業中長期計画ＶＩＳＩＯＮ

等の各種計画に基づき、引き続き計画的に施設の更新事業を行うとともに、

適宜計画と実績の事後検証を行うなど、適切な事業の進捗管理を実施し、経費の

削減に努められ、効率的な経営を行われたい。
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下 水 道 事 業 会 計

１１ 本年度の公共下水道事業及び農業集落排水事業の業務実績は、次表のとおり

である。

注 公共下水道事業とは、主として市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水を排除し、

又は処理するために市が管理する下水道で、終末処理場を有するもの又は流域下水道に接続し、

きれいにして川に戻す事業をいう。

農業集落排水事業とは、精華地区、田原地区、東部第 地区（須川町ほか）、東部第 地区（柳

生町ほか）、石打地区及び尾山地区の生活環境の向上・農業用水の水質保全等を目的として、各家

庭のトイレ・台所・風呂場等から出た汚水を処理場に集め、きれいにして川に戻す事業をいう。

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

公

共

処 理 区 域 面 積（ ）

行 政 区 域 内 人 口（人） △

処 理 区 域 内 人 口（人）

普 及 率（％）

水 洗 化 人 口（人）

水 洗 化 率（％）

有 収 水 量（㎥）

農

集

処 理 区 域 内 人 口（人） △

水 洗 便 所 人 口（人） △

水 洗 化 率（％） △

有 収 水 量（㎥）

（注）     
 処理区域内人口 人 水洗化人口（水洗便所人口） 人

普及率 ＝ ───────────× 水洗化率 ＝ ―――――――――――――――×

行政区域内人口 人 処理区域内人口 人

２２ 本年度の主な投資的事業は、次のとおりである。

ストックマネジメント事業については、下水道施設の経年劣化に伴う事故の発

生やライフラインの機能停止を未然に防止し、維持管理費用の最少化を図るため

に策定された下水道ストックマネジメント計画（令和 年度からの か年計画）に

基づき、管渠改築工事が前年度から行われ、計画延長 ｍのうち ｍが
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下 水 道 事 業 会 計

１１ 本年度の公共下水道事業及び農業集落排水事業の業務実績は、次表のとおり

である。

注 公共下水道事業とは、主として市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水を排除し、

又は処理するために市が管理する下水道で、終末処理場を有するもの又は流域下水道に接続し、

きれいにして川に戻す事業をいう。

農業集落排水事業とは、精華地区、田原地区、東部第 地区（須川町ほか）、東部第 地区（柳

生町ほか）、石打地区及び尾山地区の生活環境の向上・農業用水の水質保全等を目的として、各家

庭のトイレ・台所・風呂場等から出た汚水を処理場に集め、きれいにして川に戻す事業をいう。

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

公

共

処 理 区 域 面 積（ ）

行 政 区 域 内 人 口（人） △

処 理 区 域 内 人 口（人）

普 及 率（％）

水 洗 化 人 口（人）

水 洗 化 率（％）

有 収 水 量（㎥）

農

集

処 理 区 域 内 人 口（人） △

水 洗 便 所 人 口（人） △

水 洗 化 率（％） △

有 収 水 量（㎥）

（注）     
 処理区域内人口 人 水洗化人口（水洗便所人口） 人

普及率 ＝ ───────────× 水洗化率 ＝ ―――――――――――――――×

行政区域内人口 人 処理区域内人口 人

２２ 本年度の主な投資的事業は、次のとおりである。

ストックマネジメント事業については、下水道施設の経年劣化に伴う事故の発

生やライフラインの機能停止を未然に防止し、維持管理費用の最少化を図るため

に策定された下水道ストックマネジメント計画（令和 年度からの か年計画）に

基づき、管渠改築工事が前年度から行われ、計画延長 ｍのうち ｍが

公営

実施され、累計 ｍとなった。また、マンホール蓋の布設替工事は計画箇所

か所のうち本年度は補助対象事業の実施がなかったため、累計は前年度と同じ

か所であった。

公共下水道の普及促進事業や環境改善のため、公共下水道築造工事 件、関連委

託 件等が実施された。

３３ 本年度の損益計算書は、次表のとおりである。

（単位：円・％）

科 目 年 度 年 度 比 較 増 減 増減比率

総 収 益

営業収益 △ △

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金 △ △

そ の 他 営 業 収 益

営業外収益

受取利息及び配当金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国庫補助金及び交付金 △ △

県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益 △ △

特別利益

過年度損益修正益

そ の 他 特 別 利 益 △ △

総 費 用 △ △

営業費用 △ △

管 渠 費 △ △

ポ ン プ 場 費 △ △

処 理 場 費 △ △

公営−22− 公営−23−



公営

普 及 指 導 費

業 務 費

総 係 費 △ △

減 価 償 却 費 △

資 産 減 耗 費 △ △

流域下水道管理費

営業外費用 △ △

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費
△ △

雑 支 出 △ △

特別損失

過年度損益修正損

減 損 損 失 ― 皆増

当年度純利益

前年度繰越欠損金 △ △

当年度未処分利益剰余金

（△は当年度未処理欠損金）
△

総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万 千円で、当年度純利益は 億

万 千円となり、前年度に比べ 万 千円の増加となった。

なお、当年度純利益が前年度繰越欠損金を上回り、当年度未処分利益剰余金が

億 万 千円計上された。

総収益の内訳は、営業収益 億 万 千円、営業外収益 億 万 千円及

び特別利益 万 千円となっている。

営業収益は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、有収水

量の増加により下水道使用料が増加したものの、負担金算定に用いられる前々年

度における雨量の減少により、雨水処理負担金が減少したことによるものである。

営業外収益は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主に、奈良

県流域下水道の高度処理に係る維持管理経費等の増加により、他会計補助金が増

加したことによるものである。

特別利益は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主に、前年度

に水道事業会計との間における人件費に係る共通経費の算出方法を誤ったことに
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普 及 指 導 費

業 務 費

総 係 費 △ △

減 価 償 却 費 △

資 産 減 耗 費 △ △

流域下水道管理費

営業外費用 △ △

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費
△ △

雑 支 出 △ △

特別損失

過年度損益修正損

減 損 損 失 ― 皆増

当年度純利益

前年度繰越欠損金 △ △

当年度未処分利益剰余金

（△は当年度未処理欠損金）
△

総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万 千円で、当年度純利益は 億

万 千円となり、前年度に比べ 万 千円の増加となった。

なお、当年度純利益が前年度繰越欠損金を上回り、当年度未処分利益剰余金が

億 万 千円計上された。

総収益の内訳は、営業収益 億 万 千円、営業外収益 億 万 千円及

び特別利益 万 千円となっている。

営業収益は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、有収水

量の増加により下水道使用料が増加したものの、負担金算定に用いられる前々年

度における雨量の減少により、雨水処理負担金が減少したことによるものである。

営業外収益は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主に、奈良

県流域下水道の高度処理に係る維持管理経費等の増加により、他会計補助金が増

加したことによるものである。

特別利益は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主に、前年度

に水道事業会計との間における人件費に係る共通経費の算出方法を誤ったことに

公営

より営業費用が過大に支出されていたため、本年度において、その精算分を計上

したことなどにより、過年度損益修正益が増加したことによるものである。

次に、総費用の内訳は、営業費用 億 万 千円、営業外費用 億 万 千

円及び特別損失 万 千円となっている。

営業費用は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、流域下

水道管理費が増加したものの、前年度にあったポンプ場のオーバーホールが本年

度はなかったことなどによりポンプ場費が減少したことによるものである。

なお、水道事業会計との間で発生する共通経費について、業務費から下水道使

用料徴収負担金 億 万 千円、総係費から人件費等 億 万 千円が下水道

事業会計の負担分として水道事業会計に支払われており、前年度に比べ 万

千円減少した。これは主に、前年度において、共通経費の算出方法の誤りにより、

営業費用が過大に支出されていたことによるものである。

営業外費用は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、企業

債が元利均等償還方式であることから、元金償還が進むことに伴い支払利息が逓

減していくことなどにより、支払利息及び企業債取扱諸費が減少したことによる

ものである。

特別損失は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主に、過年度に

実施し建設仮勘定に計上されていた朱雀汚水中継ポンプ場流量調整槽実施設計業

務委託について、平城、佐保台、青山の 処理区の統廃合を受け、流量調整槽の設

置を不要と判断したため減損処理を行ったことによるものである。

なお、 処理区の統廃合については、「大和都市計画（奈良国際文化観光都市建

設計画）下水道奈良市単独公共下水道」の変更に先立ち、県知事への事前協議が

令和 年 月 日付け（奈企第 号）から始まっており、県知事からの認可が令

和 年 月 日付けで通知されている。このため、前年度の時点で流量調整槽の設

置不要の判断ができたとも考えられる。そうであるならば、前年度の建設仮勘定

として貸借対照表に計上するのではなく、前年度において減損損失として特別損

失を計上する必要があったと考える。したがって、本年度においては、減損損失

としてではなく、過年度損益修正損として処理する必要があったと考える。
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４４ 本年度の有収水量 ㎥当たりの使用料単価及び汚水処理原価は、次表のとおり

である。

（単位：円 ㎥）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

公

共

使 用 料 単 価

汚 水 処 理 原 価 △

差 引

農

集

使 用 料 単 価

汚 水 処 理 原 価

差 引 △ △ △

全

体

使 用 料 単 価

汚 水 処 理 原 価 △

差 引

（注）全体分の計算式

下水道使用料 円

使用料単価 円／㎥ ＝ ────────────────

有収水量 ㎥

総費用 円 －特別損失 円

－ 一般会計が負担すべき経費 円

－ 長期前受金戻入 円

汚水処理原価 円／㎥ ＝ ───────────────────────────

有収水量 ㎥

使用料単価は、全体分で 円 銭となり、前年度に比べ 銭増加した。これ

は主に、下水道使用料が増加したことによるものである。

一方、汚水処理原価は、全体分で 円となり、前年度に比べ 円 銭減少し

た。これは主に、有収水量が増加したことによるものである。
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４４ 本年度の有収水量 ㎥当たりの使用料単価及び汚水処理原価は、次表のとおり

である。

（単位：円 ㎥）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

公

共

使 用 料 単 価

汚 水 処 理 原 価 △

差 引

農

集

使 用 料 単 価

汚 水 処 理 原 価

差 引 △ △ △

全

体

使 用 料 単 価

汚 水 処 理 原 価 △

差 引

（注）全体分の計算式

下水道使用料 円

使用料単価 円／㎥ ＝ ────────────────

有収水量 ㎥

総費用 円 －特別損失 円

－ 一般会計が負担すべき経費 円

－ 長期前受金戻入 円

汚水処理原価 円／㎥ ＝ ───────────────────────────

有収水量 ㎥

使用料単価は、全体分で 円 銭となり、前年度に比べ 銭増加した。これ

は主に、下水道使用料が増加したことによるものである。

一方、汚水処理原価は、全体分で 円となり、前年度に比べ 円 銭減少し

た。これは主に、有収水量が増加したことによるものである。

公営

５５ 本年度の貸借対照表は、次表のとおりである。

（単位：円・％）

科 目 年 度 年 度 比 較 増 減 増減比率

資 産 △ △

固定資産 △ △

有形固定資産 △ △

土 地

建 物 △ △

減価償却累計額 △ △ △ △

構 築 物

減価償却累計額 △ △ △ △

機械及び装置

減価償却累計額 △ △ △ △

車 両 運 搬 具 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

器 具 備 品 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 △ △

施 設 利 用 権 △ △

ソフトウェア △ △

流動資産 △ △

現 金 預 金 △ △

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △ △

前 払 金

その他流動資産 △ △

負 債 △ △

固定負債 △ △

企 業 債 △ △

退職給付引当金
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流動負債 △ △

企 業 債 △ △

未 払 金 △ △

賞 与 引 当 金

預 り 金 ― 皆増

繰延収益 △ △

長 期 前 受 金

収益化累計額 △ △ △ △

資 本

資本金 ― ―

剰余金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 △

当年度未処分利益剰余金

（△は当年度未処理欠損金）
△

資産総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少とな

った。これは主に、管渠施設等の構築物における減価償却が進んだことなどによ

り、固定資産が減少したことによるものである。

負債総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少とな

った。これは主に、減価償却に伴う長期前受金の収益化が進んだことにより、繰

延収益が減少したことによるものである。

資本総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の増加となっ

た。これは、当年度純利益を計上したことなどによるものである。
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流動負債 △ △

企 業 債 △ △

未 払 金 △ △

賞 与 引 当 金

預 り 金 ― 皆増

繰延収益 △ △

長 期 前 受 金

収益化累計額 △ △ △ △

資 本

資本金 ― ―

剰余金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 △

当年度未処分利益剰余金

（△は当年度未処理欠損金）
△

資産総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少とな

った。これは主に、管渠施設等の構築物における減価償却が進んだことなどによ

り、固定資産が減少したことによるものである。

負債総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少とな

った。これは主に、減価償却に伴う長期前受金の収益化が進んだことにより、繰

延収益が減少したことによるものである。

資本総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の増加となっ

た。これは、当年度純利益を計上したことなどによるものである。

公営

６６ 本年度の資本的収支は、次表のとおりである。

  
（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌年度繰越額 不 用 額

資本的収入

企 業 債

他会計補助金

国庫補助金及び交付金

県 補 助 金

負 担 金 等

資本的支出

建 設 改 良 費

固定資産取得費 ― ―

企業債償還金 ―

差 引 金 額 △

△

※翌年度繰越額に

係る財源充当額

円を除く。

資本的収入の決算額は、 億 万 千円で、主なものは次のとおりである。

資本費平準化債等の企業債 億 万円、下水道事業運営経費の他会計補助金

万円、防災・安全社会資本整備交付金の国庫補助金及び交付金 万 千円

である。

資本的支出の決算額は、 億 万 千円で、その内訳は次のとおりである。

企業債償還金 億 万 千円、管渠改良費等の建設改良費 億 万 千円

である。なお、機器及び材料の供給遅延等の理由により、平城浄化センター破砕

機更新工事等 億 万 千円が翌年度へ繰り越されている。

また、資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額 万

千円を除く。）が資本的支出額に不足する額 億 万 千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額 万 千円、繰越工事資金 万円、過年

度分損益勘定留保資金 億 万 千円及び当年度分損益勘定留保資金 億 万

千円で補塡されている。

公営−28− 公営−29−



公営

７７ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

前年度末残高 △

本年度借入額 △

本年度償還額 △

本年度末残高 △

本年度の借入額は 億 万円で、この内訳は、資本費平準化債 億 万円、

公共下水道事業 億 万円、大和川流域下水道事業 億 万円、農業集落排

水事業 万円及び特定環境保全公共下水道事業 万円である。

一方、元金償還額は 億 万 千円であり、その結果、本年度末残高は 億

万 千円となり、前年度に比べ 億 万 千円減少した。
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７７ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

前年度末残高 △

本年度借入額 △

本年度償還額 △

本年度末残高 △

本年度の借入額は 億 万円で、この内訳は、資本費平準化債 億 万円、

公共下水道事業 億 万円、大和川流域下水道事業 億 万円、農業集落排

水事業 万円及び特定環境保全公共下水道事業 万円である。

一方、元金償還額は 億 万 千円であり、その結果、本年度末残高は 億

万 千円となり、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

公営

８８ 本年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分
金 額

年 度 年 度 年 度

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

減損損失 ― ―

引当金の増減額（△は減少） △

長期前受金戻入額 △ △ △

受取利息 △ △ ―

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加） △ △

未収消費税等の増減額（△は増加） ― ―

未払金の増減額（△は減少） △

未払消費税等の増減額（△は減少） △

預り金の増減額（△は減少） ― ―

その他流動資産の増減額（△は増加） △

小 計

利息の受取額 ―

利息の支払額 △ △ △

合 計

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ △ △

無形固定資産の取得による支出 △ △ △

国庫補助金等による収入

受益者負担金等による収入

工事負担金等による収入

一般会計からの繰入金による収入

合 計 △ △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ △ △

合 計 △ △ △

資金増減額（△は減少） △ △

資金期首残高

資金期末残高

公営

８８ 本年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分
金 額

年 度 年 度 年 度

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

減損損失 ― ―

引当金の増減額（△は減少） △

長期前受金戻入額 △ △ △

受取利息 △ △ ―

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加） △ △

未収消費税等の増減額（△は増加） ― ―

未払金の増減額（△は減少） △

未払消費税等の増減額（△は減少） △

預り金の増減額（△は減少） ― ―

その他流動資産の増減額（△は増加） △

小 計

利息の受取額 ―

利息の支払額 △ △ △

合 計

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ △ △

無形固定資産の取得による支出 △ △ △

国庫補助金等による収入

受益者負担金等による収入

工事負担金等による収入

一般会計からの繰入金による収入

合 計 △ △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ △ △

合 計 △ △ △

資金増減額（△は減少） △ △

資金期首残高

資金期末残高
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本年度の業務活動によるキャッシュ・フローでは、 億 万 千円の資金を生

み出したことになる。

一方、投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得による支出

等により 億 万 千円の資金が減少し、財務活動によるキャッシュ・フローで

は、建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出等により 億

万円の資金が減少した。

これら つのキャッシュ・フローを合わせると、業務活動によるキャッシュ・フ

ローの資金に対して不足が生じるため、全体として本年度末の資金は 億 万

千円となり、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

９９ 本年度の経営指標は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度

経 常 収 支 比 率

経 費 回 収 率

有形固定資産減価償却率

管 渠 老 朽 化 率

管 渠 改 善 率 ―

（注）     

経常収益（ 円）   

経常収支比率（ ）＝ ─────────────── ×

経常費用（ 円）   
 

下水道使用料（ 円）  

経費回収率（ ）＝ ───────――――─――――――――――――――― ×

汚水処理費（公費負担分を除く。）※（ 円）
 

有形固定資産減価償却累計額（ 円）

有形固定資産減価償却率（ ）＝ ────────────────────────────── ×

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価（ 円）

法定耐用年数を経過した管渠延長（ ）  

管渠老朽化率（ ）＝ ────────────────────── ×

下水道布設延長（ ）  
 

改善管渠延長（ ）   

管渠改善率（ ）＝ ──────────────── ×  

下水道布設延長（ ）   
 

※汚水処理費（公費負担分を除く。）＝ 総費用－特別損失－一般会計が負担すべき経費－長期前受金戻入
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経常収支比率は、料金収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や

支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標であり、経費回収率は、使

用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表す指標である。本年

度も、経常収支比率及び経費回収率がともに ％を超えており、経営は健全であ

ると言え、使用料で回収すべき経費も全て使用料で賄うことができている。

有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がど

の程度進んでいるかを表す指標で資産の老朽化度合を示しており、管渠老朽化率

は、法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表す指標で管渠の老朽化度合を示し

ている。両指標とも年々数値が上昇していることから、施設の更新以上に老朽化

が進んでいると言える。

管渠改善率は、当該年度に更新した管渠延長の割合を表す指標で、管渠の更新

ペースや状況を把握することができる。この指標は過去から低い数値で横ばいと

なっていることから、管渠老朽化率を踏まえても管渠の更新ペースは十分ではな

いと言える。

本年度の財務分析は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

流 動 比 率 △

酸 性 試 験 比 率

（ 当 座 比 率 ）
△

現 金 比 率 △

自 己 資 本

構 成 比 率

注

流動資産 円

流動比率 ＝ ────────────── ×

流動負債 円

現金預金 円

＋｛未収金 円 －貸倒引当金 円 ｝

酸性試験比率 ＝ ───────────────────────────── ×

（当座比率） 流動負債 円

現金預金 円）

現金比率 ＝ ──────────────── ×

流動負債 円
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資本金 円 ＋剰余金 円

＋ 評価差額等 円 ＋繰延収益（ 円）

自己資本構成比率 ＝ ────────────────────────── ×

負債・資本合計 円）

流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務に対する支払能力

を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下した。

酸性試験比率（当座比率）は、流動負債に対する支払手段である当座資産の保

有率を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下した。

現金比率は、流動負債に対する現金預金の割合を示したものであり、本年度は

％で、前年度に比べ ポイント低下した。

これらは、基本的に 年以内に現金化し、支払うことができる流動資産をどの程

度保有しているかを示す指標であり、本年度の各比率が低下した主な理由は、流

動資産である現金預金が減少したことによるものである。

また、自己資本構成比率は、自己資本が総資本（負債・資本合計）に占める割

合を示し、企業が長期にわたって安定的に健全な経営ができるかを示す指標であ

り、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。これは主に、企業債

の償還等により負債が減少したことによるものである。

本年度の損益分析は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

総 資 本 利 益 率

総 収 支 比 率

注

総資本利益率

当年度経常利益 円

＝ ────────────────────────────────── ×

｛期首負債（ 円）＋期首資本（ 円）

＋ 期末負債（ 円）＋期末資本（ 円）｝÷

総収益 円

総収支比率 ＝ ───────────── ×

総費用 円
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資本金 円 ＋剰余金 円

＋ 評価差額等 円 ＋繰延収益（ 円）

自己資本構成比率 ＝ ────────────────────────── ×

負債・資本合計 円）

流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務に対する支払能力

を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下した。

酸性試験比率（当座比率）は、流動負債に対する支払手段である当座資産の保

有率を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下した。

現金比率は、流動負債に対する現金預金の割合を示したものであり、本年度は

％で、前年度に比べ ポイント低下した。

これらは、基本的に 年以内に現金化し、支払うことができる流動資産をどの程

度保有しているかを示す指標であり、本年度の各比率が低下した主な理由は、流

動資産である現金預金が減少したことによるものである。

また、自己資本構成比率は、自己資本が総資本（負債・資本合計）に占める割

合を示し、企業が長期にわたって安定的に健全な経営ができるかを示す指標であ

り、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。これは主に、企業債

の償還等により負債が減少したことによるものである。

本年度の損益分析は、次表のとおりである。

（単位：％）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

総 資 本 利 益 率

総 収 支 比 率

注

総資本利益率

当年度経常利益 円

＝ ────────────────────────────────── ×

｛期首負債（ 円）＋期首資本（ 円）

＋ 期末負債（ 円）＋期末資本（ 円）｝÷

総収益 円

総収支比率 ＝ ───────────── ×

総費用 円

公営

総資本利益率は、保有する資本の運用により、どれだけ効率的に利益を生み出

しているかを表したもので、企業の収益性を総合的に判断する場合に用いられ、

高いほど良いとされている。本年度は ％となり、前年度に比べ ポイント上

昇した。これは主に、営業外費用の減少により当年度経常利益が増加したことに

よるものである。

また、総収支比率は、企業活動における資金調達と支払の全体的なバランスを

示し、 ％以上で、高いほど経営状態が良好であるとされている。本年度は ％

となり、前年度に比べ ポイント上昇した。これは主に、営業外費用の減少によ

り総費用が減少したことによるものである。

本年度の過年度分収入状況は、次表のとおりである。

下水道使用料 （単位 円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

過 年 度 未 収 額

前 年 度 未 収 額

増 減 額 △

収 入 額

不 納 欠 損 額 △

本年度末過年度未収額

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

増減額とは、漏水減免等の理由により前年度以前分の請求額を増減した金額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

農業集落排水処理施設使用料 （単位 円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額

増 減 額 ― △

収 入 額

不 納 欠 損 額 △

本年度末過年度未収額 △

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

増減額とは、漏水減免等の理由により前年度以前分の請求額を増減した金額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。
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下水道事業受益者負担金 （単位 円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額

収 入 額

不 納 欠 損 額 ― △

本年度末過年度未収額

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額には、納期未到来分 円を含む。

農業集落排水事業分担金 （単位 円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

過 年 度 未 収 額 ― △

前 年 度 未 収 額 ― ― ―

収 入 額 ― ― ―

不 納 欠 損 額 ― △

本年度末過年度未収額 ― ― ―

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額は、次のとおりである。

下水道使用料は 万 千円、農業集落排水処理施設使用料は 万 千円及び下水

道事業受益者負担金は 万 千円で、全体としての本年度末過年度未収額は、前

年度に比べ 万 千円増加した。

財源の確保、負担の公平性の観点から、未収債権について、引き続き徴収の努

力を要望する。
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下水道事業受益者負担金 （単位 円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額

収 入 額

不 納 欠 損 額 ― △

本年度末過年度未収額

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額には、納期未到来分 円を含む。

農業集落排水事業分担金 （単位 円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

過 年 度 未 収 額 ― △

前 年 度 未 収 額 ― ― ―

収 入 額 ― ― ―

不 納 欠 損 額 ― △

本年度末過年度未収額 ― ― ―

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額は、次のとおりである。

下水道使用料は 万 千円、農業集落排水処理施設使用料は 万 千円及び下水

道事業受益者負担金は 万 千円で、全体としての本年度末過年度未収額は、前

年度に比べ 万 千円増加した。

財源の確保、負担の公平性の観点から、未収債権について、引き続き徴収の努

力を要望する。
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むむすすびび

本年度の経営成績を見ると、総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万

千円で、差引き 億 万 千円の当年度純利益が計上された。

本年度の総収益は、有収水量の増加により下水道使用料が増加したことなどに

より、前年度に比べ 万 千円の増加となった。一方、総費用は、前年度にあ

ったポンプ場における修繕が本年度はなかったことなどにより、前年度に比べ

万 千円の減少となり、その結果、当年度純利益は前年度に比べ 万 千円の増

加となった。

当年度純利益は、令和 年度の下水道使用料改定以降、 期連続の計上となり、

過去からの累積欠損金が解消された。しかし、本年度の下水道使用料の増加要因

は、主にうるう年の影響による一過性のものであり、今後においては、人口減少、

節水意識の向上等により有収水量の減少が想定されることから、中長期的に下水

道使用料収入の増加は見込めない状況に変わりはないと考える。

一方、老朽化した下水道管に起因する道路陥没事故等も全国的な問題となって

おり、下水管をはじめとする老朽化施設は、有形固定資産減価償却率及び管渠老

朽化率の数値が年々上昇していること、また、管渠改善率も過去から低い数値で

あることから、下水道ストックマネジメント計画に基づき、補助金を活用した適

切な施設の維持更新が必要となってくる。

また、県への流域下水道維持管理負担金が毎年度 億円程度計上され、費用の

分の 以上を占める大きな経費となっている。本年度は特定排水における排出量

の増加等により負担金が増額されたが、県に対して負担金の引下げ等の要望を行

ってきた結果、令和 年度から負担金の単価が引き下げられることが決定した。負

担金については今後も状況に合わせて、合理的な算定方法等について県との交渉

が望まれるところである。

これらの状況を踏まえ、下水道事業経営戦略に沿った効率的な経営に努め、適

宜計画と実績の事後検証を行うなど、適切な事業の進捗管理を実施し、継続的な

純利益の確保及び経営の健全化に努められたい。
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病 院 事 業 会 計

１１ 本年度の主な業務実績及び職員数は、次表のとおりである。

なお、市立奈良病院の指定管理者は、公益社団法人地域医療振興協会（以下

「協会」という。）であり、利用料金制を導入している。

業務実績

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

入
院
診
療

年 間 延 べ 入 院 患 者 数（人） △

１ 日 平 均 入 院 患 者 数（人）

１人当たり平均在院日数（日）

病 床 利 用 率（％）

外
来
診
療

年 間 延 べ 外 来 患 者 数（人）

１ 日 平 均 外 来 患 者 数（人）

救
急
診
療

年 間 延 べ 救 急 患 者 数（人）

１ 日 平 均 救 急 患 者 数（人）

う
ち
時
間
外

年間延べ救急患者数（人）

１日平均救急患者数（人）

（注） 業務実績については、協会から市に提出された資料に基づくものである。なお、本年度の許可

病床数は 床、入院診療日数は 日、年間延べ病床数は 床（ 床× 日）、

外来診療日数は 日である。

年間延べ入院患者数

病床利用率＝ ───────────── ×

年間延べ病床数
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病 院 事 業 会 計

１１ 本年度の主な業務実績及び職員数は、次表のとおりである。

なお、市立奈良病院の指定管理者は、公益社団法人地域医療振興協会（以下

「協会」という。）であり、利用料金制を導入している。

業務実績

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

入
院
診
療

年 間 延 べ 入 院 患 者 数（人） △

１ 日 平 均 入 院 患 者 数（人）

１人当たり平均在院日数（日）

病 床 利 用 率（％）

外
来
診
療

年 間 延 べ 外 来 患 者 数（人）

１ 日 平 均 外 来 患 者 数（人）

救
急
診
療

年 間 延 べ 救 急 患 者 数（人）

１ 日 平 均 救 急 患 者 数（人）

う
ち
時
間
外

年間延べ救急患者数（人）

１日平均救急患者数（人）

（注） 業務実績については、協会から市に提出された資料に基づくものである。なお、本年度の許可

病床数は 床、入院診療日数は 日、年間延べ病床数は 床（ 床× 日）、

外来診療日数は 日である。

年間延べ入院患者数

病床利用率＝ ───────────── ×

年間延べ病床数
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職員数 年度末現在、単位：人）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

協

会

医 師 及 び 歯 科 医 師

薬 剤 師 、 技 師 ほ か

看 護 師 、 助 産 師 ほ か △ △

技 能 職 △ △

事 務 職

保 育 職 △ △

小 計 ― △

市 職 員 ― ― ― ―

合 計 ― △

（注） 協会の職員数については、協会から市に提出された資料に基づくものである。   

なお、括弧内の数値は、正規職員以外の非常勤・臨時職員数で内数である。   

２２ 本年度の主な状況は、次のとおりである。

診療体制については、技能職が 人減となったものの、医師及び歯科医師が 人増

となったことなどにより、全体数としては前年度と同数となり、体制は維持された。

診療機能については、令和 年 月に、県から「第一種及び第二種協定指定医療機

関」として指定を受け、県との間で医療措置協定が締結された。本協定は、令和

年 月に感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 年法

律第 号。以下「感染症法」という。）が改正され、平時から都道府県と医療機

関がそれぞれ役割や機能に応じた協定を締結し、感染症の発生やまん延時における

迅速かつ的確な医療提供を可能とする仕組みが法定化されたことを受け制度化さ

れたものである。これにより、有事の際には病床の確保を含む医療措置を速やかに

講じ、新感染症等への対応が図られることとなる。また、令和 年 月から医師の働

き方改革のための土曜日休診が実施されている。

市立看護専門学校については、本年度は看護師国家試験に 人合格した。このう

ち、 人が市立奈良病院へ就職した。
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３３ 本年度の損益計算書は、次表のとおりである。

（単位：円・％）

科 目 年度 年度 比較増減 増減比率

医業収益 ① ― ―

他 会 計 負 担 金 ― ―

医業費用 ② △ △

給 与 費 △ △

経 費 △ △

減 価 償 却 費 △ △

医業損失（②－①） ⓐ △ △

医業外収益 ③ △ △

受 取 利 息

補 助 金 △ △

他 会 計 補 助 金 △ △

他 会 計 負 担 金

長期前受金戻入 △ △

その他医業外収益

医業外費用 ④

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

医業外利益（③－④） ⓑ △ △

看護師養成事業収益 ⑤ △ △

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金 △ △

その他看護師養成収益 △ △

看護師養成事業費用 ⑥ △ △

看 護 師 養 成 費 △ △

看護師養成事業利益

（⑤－⑥） ⓒ
△ △ △

経常損失（ⓐ－ⓑ－ⓒ） △ △
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３３ 本年度の損益計算書は、次表のとおりである。

（単位：円・％）

科 目 年度 年度 比較増減 増減比率

医業収益 ① ― ―

他 会 計 負 担 金 ― ―

医業費用 ② △ △

給 与 費 △ △

経 費 △ △

減 価 償 却 費 △ △

医業損失（②－①） ⓐ △ △

医業外収益 ③ △ △

受 取 利 息

補 助 金 △ △

他 会 計 補 助 金 △ △

他 会 計 負 担 金

長期前受金戻入 △ △

その他医業外収益

医業外費用 ④

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

医業外利益（③－④） ⓑ △ △

看護師養成事業収益 ⑤ △ △

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金 △ △

その他看護師養成収益 △ △

看護師養成事業費用 ⑥ △ △

看 護 師 養 成 費 △ △

看護師養成事業利益

（⑤－⑥） ⓒ
△ △ △

経常損失（ⓐ－ⓑ－ⓒ） △ △
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特別利益 △ △

過年度損益修正益 ― △ 皆減

その他特別利益

特別損失 △ △

過年度損益修正損 △ △

その他特別損失 ― △ 皆減

当年度純損失 △ △

前年度繰越欠損金

当年度未処理欠損金

当年度純損失は 万 千円となり、前年度に比べ 万 千円減少した。なお、

前年度繰越欠損金 億 万 千円に当年度純損失を加えた当年度未処理欠損金

は、 億 万 千円となった。

医業収益は 万 千円で、前年度と同額となった。

医業費用は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少となった。

これは主に、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業補助金が前年度に廃止

となったことに伴う協会に支払う運営交付金の減少により、経費が減少したこと

によるものである。

医業外収益は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少となっ

た。これは主に、前述の補助金が廃止となったことによるものである。

医業外費用は 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは

企業債の償還に係る支払利息及び企業債取扱諸費が、利率見直しにより増加した

ことによるものである。

看護師養成事業収益は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の減少とな

った。これは主に、学生数の減少に伴い、学生数に応じて交付される普通交付税

相当分の他会計負担金が減少したことに加え、授業料等その他看護師養成収益が

減少したことによるものである。

看護師養成事業費用は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の減少とな

った。これは、前述の他会計負担金及びその他看護師養成収益の減少に伴う協会

に支払う委託料等の減少により、看護師養成費が減少したことによるものである。

特別利益は 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは
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主に、前年度において、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業補助金の過

大受給分について、同補助金を財源として運営交付金を交付していた協会から返

金を受けていたことの影響によるものである。

特別損失は 万円で、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、

前年度において、前述の補助金が県へ返還されたことの影響によるものである。

４４ 本年度の貸借対照表は、次表のとおりである。

（単位：円・％）

科 目 年度 年度 比較増減 増減比率

資 産 △ △

固定資産 △ △

有形固定資産 △ △

土 地 ― ―

立 木 ― ―

建 物

減価償却累計額 △ △ △ △

建物附属設備 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

構 築 物 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

機 器 備 品 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

機械及び装置 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

無形固定資産

リ ー ス 資 産

流動資産 △ △

現 金 預 金

未 収 金 △ △

貸 倒 引 当 金 △ △
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主に、前年度において、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業補助金の過

大受給分について、同補助金を財源として運営交付金を交付していた協会から返

金を受けていたことの影響によるものである。

特別損失は 万円で、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、

前年度において、前述の補助金が県へ返還されたことの影響によるものである。

４４ 本年度の貸借対照表は、次表のとおりである。

（単位：円・％）

科 目 年度 年度 比較増減 増減比率

資 産 △ △

固定資産 △ △

有形固定資産 △ △

土 地 ― ―

立 木 ― ―

建 物

減価償却累計額 △ △ △ △

建物附属設備 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

構 築 物 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

機 器 備 品 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

機械及び装置 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

無形固定資産

リ ー ス 資 産

流動資産 △ △

現 金 預 金

未 収 金 △ △

貸 倒 引 当 金 △ △
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負 債 △ △

固定負債 △ △

企 業 債 △ △

リ ー ス 債 務 ― 皆増

流動負債 △

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金 △ △

預 り 金

繰延収益

長 期 前 受 金

収益化累計額 △ △ △ △

資 本 △ △

資本金 ― ―

剰余金 △ △

資 本 剰 余 金

欠 損 金

当年度未処理欠損金

資産総額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少となった。

これは主に、建物附属設備等の減価償却が進んだことにより固定資産が減少した

ことによるものである。なお、協会が新たに建設した職員サービス棟について、

協会から譲渡を受けたため、固定資産のうち建物が増加している。

負債総額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少となった。

これは主に、企業債の償還が進み、未償還残高が減少したことによるものである。

資本総額は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の減少となった。こ

れは主に、当年度純損失の計上により、欠損金が増加したことによるものである。
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５５ 本年度の資本的収支は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌年度繰越額 不 用 額

資本的収入

補 助 金

負 担 金

資本的支出 ―

建 設 改 良 費 ―

企業債償還金 ―

差 引 金 額 ― ―

資本的収入の決算額は 億 万 千円で、主な収入は、企業債の元金償還に充

てる一般会計及び協会からの負担金 億 万 千円である。

資本的支出の決算額は資本的収入と同額で、主な支出は、前述の企業債の元金

償還金である。

６６ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

前年度末残高 △

本年度借入額 ― ― ―

本年度償還額 △

本年度末残高 △

本年度において新たな借入れはなく、元金償還額が 億 万 千円であったこ

とから、本年度末残高は 億 万 千円となった。
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５５ 本年度の資本的収支は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌年度繰越額 不 用 額

資本的収入

補 助 金

負 担 金

資本的支出 ―

建 設 改 良 費 ―

企業債償還金 ―

差 引 金 額 ― ―

資本的収入の決算額は 億 万 千円で、主な収入は、企業債の元金償還に充

てる一般会計及び協会からの負担金 億 万 千円である。

資本的支出の決算額は資本的収入と同額で、主な支出は、前述の企業債の元金

償還金である。

６６ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

前年度末残高 △

本年度借入額 ― ― ―

本年度償還額 △

本年度末残高 △

本年度において新たな借入れはなく、元金償還額が 億 万 千円であったこ

とから、本年度末残高は 億 万 千円となった。
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７７ 本年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分
金 額

年 度 年 度 年 度

．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ △ △

減価償却費

引当金の増減額（△は減少） △ △

長期前受金戻入額（過年度収益化分を含む。※） △ △ △

受取利息 △ △ △

支払利息及び企業債取扱諸費

固定資産除却損 ―

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △ △ △

その他流動負債の増減額（△は減少） △

小 計 △

受取利息

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △ △

合 計 △

．投資活動によるキャッシュ・フロー

一般会計及び協会からの負担金による収入

合 計

．財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の償還による支出 △ △ △

リース債務の返済による支出 △ △ △

合 計 △ △ △

資金増減額（△は減少） △

資金期首残高

資金期末残高

※ 令和 年度は、長期前受金に係る特別利益が計上されていないため、長期前受金戻入額に過年度収益化分は

含まれていない。
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本年度の業務活動によるキャッシュ・フローでは、 万 千円の資金が増加し

た。

投資活動によるキャッシュ・フローでは、一般会計及び協会からの負担金によ

る収入により 億 万 千円の資金が増加した。また、財務活動によるキャッシ

ュ・フローでは、企業債の償還による支出等により 億 万 千円の資金が減少

した。

本会計はその性質上、収益性に乏しい会計であることから、財務活動によるキ

ャッシュ・フローにおける資金不足に対して、業務活動によるキャッシュ・フロ

ーの資金を充てることは見込めず、投資活動によるキャッシュ・フローの資金が

充てられている。

全体として本年度末の資金は 万 千円となり、前年度に比べ 万 千円増

加した。

８８ 本年度の医業収益の過年度分収入状況は、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

前年度末過年度未収額 △

収 入 額 △

不 納 欠 損 額 ― ― ―

本年度末過年度未収額 △

本年度の収入額は 万 千円であり、本年度末過年度未収額は 万 千円となっ

た。

なお、この未収金は平成 年度の利用料金制導入以前のもので、 年以上未収

状態が続いている。未収債権については、奈良市債権管理条例（平成 年奈良市

条例第 号）に基づき適切な回収、管理に努められたい。
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本年度の業務活動によるキャッシュ・フローでは、 万 千円の資金が増加し

た。

投資活動によるキャッシュ・フローでは、一般会計及び協会からの負担金によ

る収入により 億 万 千円の資金が増加した。また、財務活動によるキャッシ

ュ・フローでは、企業債の償還による支出等により 億 万 千円の資金が減少

した。

本会計はその性質上、収益性に乏しい会計であることから、財務活動によるキ

ャッシュ・フローにおける資金不足に対して、業務活動によるキャッシュ・フロ

ーの資金を充てることは見込めず、投資活動によるキャッシュ・フローの資金が

充てられている。

全体として本年度末の資金は 万 千円となり、前年度に比べ 万 千円増

加した。

８８ 本年度の医業収益の過年度分収入状況は、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 年 度 年 度 比 較 増 減

前年度末過年度未収額 △

収 入 額 △

不 納 欠 損 額 ― ― ―

本年度末過年度未収額 △

本年度の収入額は 万 千円であり、本年度末過年度未収額は 万 千円となっ

た。

なお、この未収金は平成 年度の利用料金制導入以前のもので、 年以上未収

状態が続いている。未収債権については、奈良市債権管理条例（平成 年奈良市

条例第 号）に基づき適切な回収、管理に努められたい。
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むむすすびび

本年度の経営成績を見ると、当年度純損失が 万 千円計上されたことによ

り当年度未処理欠損金は 億 万 千円となった。本会計は、主な収入が地方

交付税相当分を原資とする他会計負担金であり、また、主な費用が当該地方交付

税相当分を協会へ支払う運営交付金であることから収益を生む構造を有していな

い。累積している欠損金は、過去に投資を行った資産の減価償却の費用化が、企

業債の元金償還に充てる一般会計及び協会からの負担金の収益化に先行している

ことも一因であると理解される。

協会に支払う看護学校委託料について、本年度においては学校事務を担う市の

臨時職員が配置されなかったため、当該職員の人件費が委託料から控除されてい

なかった。委託料の算定については協会との契約により、地方交付税相当額、授

業料等の合計額から市職員である校長（実額）及び事務職員（定額）の人件費を

控除することが定められている。学校には臨時職員以外にも市職員である事務長

が配置されていることから、事務長の人件費相当分を委託料から控除することも

検討されたい。

また、所管課は、指定管理者である協会から提出を受けた市立奈良病院の会計

報告によって、経営成績及び財政状態を正確に把握するとともに、市立奈良病院

経営強化プランの達成に向けた効率的な病院運営が行われるよう管理、監督され

たい。

新型コロナウイルス感染症が、令和 年 月に 類感染症に見直されて以降、新型

コロナウイルス感染症緊急包括支援事業補助金が前年度に廃止され、また、本年

度においては感染症法改正を受け感染症発生時の医療提供に係る医療措置協定が

県との間で締結された。このように、感染症対策は新感染症発生時の対応を見据

えた新たな局面を迎えたと言える。今後も協会はもとより県をはじめとする関係

機関との連携を密に行い、市民の安全・安心を支える中核的医療機関としての役

割を果たされるよう要望する。
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参考 市立奈良病院財務書類（協会から市に提出された資料に基づく）

損益計算書  （単位：円・％）

項 目 年度 年度 比較増減 増減比率

事業収益

医業収益

入院収益

室料差額収益

外来診療収益

保健予防活動収益 △ △

その他の医業収益 △ △

保険調整 △ △

その他の事業収益 ― ― ― ―

事業費用

材料費

期首棚卸高 △ △

医薬品費 △ △

診療材料費

医薬品消耗品費

給食材料費

期末棚卸高

給与費

医師給与

看護部給与 △ △

医療技術部給与

事務部給与

賞与引当金

退職年金 △ △

法定福利費
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参考 市立奈良病院財務書類（協会から市に提出された資料に基づく）

損益計算書  （単位：円・％）

項 目 年度 年度 比較増減 増減比率

事業収益

医業収益

入院収益

室料差額収益

外来診療収益

保健予防活動収益 △ △

その他の医業収益 △ △

保険調整 △ △

その他の事業収益 ― ― ― ―

事業費用

材料費

期首棚卸高 △ △

医薬品費 △ △

診療材料費

医薬品消耗品費

給食材料費

期末棚卸高

給与費

医師給与

看護部給与 △ △

医療技術部給与

事務部給与

賞与引当金

退職年金 △ △

法定福利費
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経費（委託費） △ △

検査委託費

給食委託費

寝具委託費

医事委託費 ― ― ― ―

清掃委託費

その他委託費 △ △

経費（設備関係） △ △

機械賃借料

修繕費 △ △

機械保守料

減価償却費 △ △

その他 △ △

経費（その他）

事業利益 △ △

事業外収益 △ △

事業外費用 △ △

経常利益 △ △

臨時収益 △ △

臨時費用 ― △ 皆減

税引前当期利益 △ △

貸借対照表 （単位：円・％）

科 目 年 度 年 度 比 較 増 減 増減比率

資 産 △ △

流動資産 △ △

現金

普通預貯金 △ △

その他の資産 △ △

医薬品
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診療材料 △ △

医療消耗品 △ △

その他流動資産 △ △

固定資産 △ △

有形固定資産 △ △

土地 ― ―

建物

医療用機器

器具備品

車両 ― ―

減価償却累計額

その他有形固定資産 △ △

無形固定資産 △ △

その他の資産

繰延資産 ― ― ― ―

負 債 △ △

流動負債 △ △

買掛金 △ △

未払金 △ △

預り金 △ △

その他の流動負債 △ △

固定負債 △ △

長期借入金等 △ △

正味財産 △ △

元入金 ― ―

国等補助金 △ △

民間補助金 △ △

当期未処分利益
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